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Ⅰ　労働集約的農法と労働力編成
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中国にふ、ける ）~業労働力編成の展開
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はち l了t:'fl¥tll）からの技術長ffillの導入によってでは

ふく， l:J邸主.；1：，主主集同化を通じて労働力を・；；－

}I町内に編成し， 農付における潜ーの：的な生産諸力を

掛りおごすことにょっともたらされたとし、え上

うの こうした労働力編成の過程は［Iにおし、てやや

,.'ff:lllに述べるが， これは同時に，中間の在来から

の労潟集約的t;'{i去をf，合理的な労働力編成によっ

て、いっそう発展させ，濃密化する過程でもあっ

したが－，て， 主に農業労働力編成の基礎条

ft・ ~tr. し亡し、る Iド！ isi の労働集約的農法につヤて右

下ふれる必要があろう。

It I /J、汗

I .l1i討時約的 ＜＇：＇＇.J': ijif'¥)JI,i＇九
II 立r匂：t/.ih )J編成， if/! r.u ・= r：司11t c:, 
Ii fl））特I・,11与！「IJ

2 ：「「l土Jirii.y mr 
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2 'f, )lj iii',".;・ ,_ ''.>iii'!！力：Ii1,'i:

,J、論でrJ, 中！，｛iにおける主主労怒りj科目立のぬ髭

きどきわめご初歩的に概観することによって， 大f1j I ド月）＇；＇（＂患の発展政策を全面的かっ具体的に提示

iι 人民公社化政官の戸寸つの要因をrYJらかにしよ Lごいるか’7は［全ほ民業発展要綱jである(rj仁1）。

うとするも f凡でふ；，＿：， η ここではじめに問題全惣定 これには，狭義の:111と業のほかに林業，牧畜；色漁業，

しておし、たことは，第 1に、q1ik!のように民支部門 MIJ'主宰の多角経営企全面的に発展させるとともに

に対して大量の技術！装備を供給すあことが岡鉱fよ -）ぎのような12:IJ'IHにわたる良業増産の措置をと

状況のtどでは，労働力の｛t理的な初日交にtって ることか提唱されている。モれは， （1）水平ljの興修，

生産諸力金最大l1JH二引き｜：げることル，，要詰主才l, (2）肥料のよ白投， (3）度見改良と新式農具の普及，（4)

二。した二 lと山帰結として人民公社、の総織形態が 使良品経の将及，（5）多毛竹二面積の拡大，（6）多収琵

＋ぜ3るをえんかったであろうこと， お2に、こ fr物の栽1九（7）耕作方法の改善，（8）土地改良，（9)

うLfこ労／illJ1-JJ{M泌のi出呈u、tf1!Elでv')M＇耕制作と い五保全，（10）役畜の保護・繁殖，（11）病虫害防除，

いわれる労働民約i'f'J民丘、をいず yそう発出させる過 (1立）培地関税，であふ。 支jこ， E沢東が1958ffに畏

れで＂， b〕I) L tご／，＇》亡、労働力 fa¥1仏＇）形態土二 主J計約改本の橋阪として体系化Lに［農業の八字

勺Lf二（1日、件、，f、iこ！照！LItこれのに／， ,. sゐ企え人 ：右it＇で lt，発！昨夏捕におけと3哨ill:政策の方向かし、

いで,t，，ろう，ど L、な－＿ ,1:εふらつ っそうゆJ僚にI;_ってし、る。それは，土 f深耕ど土地改

I 労働民約的民法とヲj働j〕編成
f;l), 月Ern-.HH的施肥）， 4く（水寺IJ)，種（品種改良入
浴c:t-rm的常tif[), ｛呆（病虫官防除）， 管（耕地の周到
なrnm),Tc：主只改良）の8字で現わされる事項で人民共和l内成立後山qi[1qの民？と生ぷ力の U／ム
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ある。

こうした発展要綱の増産措置および八字態法を

みると，全体土 Lて労働手段よりも労働対生（耕

地，滋i統水，肥料，種子）の改革に箆点がおかれて

おり唱また，水.f1］建設，土地改良， i：壌保守てとい

った基本建設あるいは深耕， 密植，堆肥増投，病

虫学年防除，周到丸、管理など大量の然繁労働力の投

入を要請するものであることが知九れよう。すな

わち，労働力の多投によって単位甑積当たりの収

量r~,Jtき上げ， と地生応性の向上をjf＼求する労働

集約的農；告が骨幹をなしているといえる。

沢田収二郎氏l士よれば，労働力が他の生産要素

に対して相対的に豊富｛見（較である境庁，労働集約

的技術が発達するとして， つぎのような具体的な

形態をあげている位2¥

(1）育苗・移植・除草・耕転・瀧排水管瑚・病

虫存｜切除といった労働集約的な肥t｛：管理技街。

(2) 養蚕・古淳一・加仁音！＼［l可など各磁の経常部門

の組み入れ。

(31 労働粗放化の可能性の大きい部門で労働節

約し，労働集約化の可能性の高い部門にそれをふ

りむけ，全体として労動投下をより右手I］にする経

営技術。

(4）経営内部における労働蓄積によって迂阿生

産を行ない，生産性を高める過程。

これは，資本主義農業なかんずく戦前の日本農

業仁JSいて労働力が豊富低廉であった事態にもと

づく特徴づけであるが， 中国の社会主義農業にお

いても，工業・技術水準ポ相対的に低く，労働力

は他の生産諸力に比して並区なのであって，以上

のような労働東約的技術への性向は基本的にさけ

ることができないであろう。越天おによれば（と：，l, 

「中閣では現在，生産手段， とくに現金で購入す

る生産干二段への需要が， なお資金詩情と工業の発

辰水準の制約を受りていて，相対的に需要をみた

すことができないでいる。これに対して農村の労

働力資源はひじように豊富である。 したがって，

追加投資の方法を選択するにあたっては，生産手

段の支出を相対的に減少させ，相対的に豊富な生

きた労働をもって一部の相対的に不足している物

イじした労働に代替するよう， いっそう注意すべき

であるJと述べてu、る。そして，一定面積の土地

に対する多くの追加投資（労働カ投下）によって，

たとえ労働生産性の向上がもたらされなくても，

単位面積当たり収量が引き上げられれば，農業生

躍の水準が低い中聞においては，大きな国民経済

的意義を有するとしている。

ここで，前述の発展要綱ならびに八宇藤法にお

ける増産政策を，労働集約的技術の具体的な形態

にそくして見てみよう。

(1）は労働集約的農法の骨幹をなすものであり，

中関の増産措置として強調する深耕，密植，堆肥増

投，病虫害防除，多毛作面積の拡大等は，いずれ

もこれに該当しよう。そしてこれは精耕細作〈入

念な耕作）といわれる中閣の伝統農法をいっそう発

展させるものであって，労働力の多投を必要とす

ることはν、うまでもなU、。

(2）は中国でいう多角経営の増進に該当しよう。

中間では， 思業のなか牧畜業，林業，漁業，副業

の五業を「広義の農業」とし，糧・綿・油・麻・

ff; C主義蚕）・茶・糖・菜・姻（タバコ）・果・薬・雑

（雑穀）の12項を「狭義の農業」としているが，

とれらをその土地の具体的な状況に応じて全面的

に発展させようとしている。こうした各種部門の

合理的な生産は，相五依存，相五促進の関係にあ

り， 多角経営によって土地の合理的利用が可能と

なり，年間の労働時聞を調整して労働力の利用率

を高めるととが可能となろう。
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Ⅱ　農業労働力編成の展開と問題点
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(3）には，新式農具や品種改良絡の技術改良のほ

か，農業支t農政策による工業部門からの技術装備，
とくに現在では濯排水機械，輸送機竣，脱穀機，

藤高I］産物加工機等の導入もふくめられよれこれ

i二よって節約された労働力を他の完！動集約を必要

とする部門， あるいは多角経営にふりむけること

が可能となる。

(4）：とは，水利，土地改良，土壌保全等の：！.し本建

設，植樹造林運動があげられる。これは長期的な

展望において生産力上昇の結実を期待しうるもの

である。

以上のことから，労働集約的長；t技術の発展は，

合理的な労働力編成のいかんにかかっていること

が明らかとなるであろう。多角経営の増進は，広

範閲？の資金蓄積や労働力の配分を必要とするも

のであるし，基本建設とくに中間農業の発展に決

定的立義をffする水制建設にっし、ては，大規模な

労働力動員と統一的な計画管理がなくてはならな

いの土地改革から人民公社までの農業集団化の過

程は，合理的な労働力編成を通じて労働集約的農

法をいっそう濃密化し，農業生産力を増大させる

過程マあった。 したがって，また労働力編成ない

し労働組織の形態も，労働集約的農法に即応した

ものにならゴるをえない。現在の人民公也陀おU、

て，以前の初級合作社の規模に相当する生産隊

(20～30戸，耕地20ヘクタール余〉が独立採算の基本

単位とされ， また，生産活織のJ;t本単位とされて

いるのは， なお手労働を主として上述の精耕細作

を行なう農作業の実態に照応したものであると考

えられる。つぎに，よ二うした労働力編成の過程を

概観しよう。

（注1) 「1956年から1967年にLたる全国民業発渓

要綱」（『中華人民共和国第二期全悶人民代表大会第二

日企議文献担f』，外文w版社， 1960司〕包 19561ド1月に

18 

草案， 1957年10月μ修正草案をそれぞれ公布， 1960年

4月に正式採択。

〈注2) 沢回収一郎「農業tliifiの経済的j'j格J 〈民

政調合委口会編『｛本系農業百科ょh一典』， V, 1967年）。

（注3) 組天福「論我国農業的集約経営問題J〔『紅
旗4 1964年2-3U・〕。

II 農業労働力編成の展開と問題点

1. 互助組の持鍛

〔小農民経営の限界〕 1947年10月の「土地法大

鰐J,1950年6月の「土地改革法JIこもとづいて，

中国では 1952年末にはほぼ全国的規模で土地改革

が達成された。ここで註目されることは，中国の

土地改革による土地・その他生産手段の勤労農民

に対する分配に際して，個人を基礎とし，老若男

女（赤子もふくめ〕をわけずに，人口に応じて平等

に分配するという原則をとりながらも， この所有

を法律的に保証する土地証は家を単柱として発行

したことであるむ11、。これは，！日中国農村における

農業生産が，家長を中心とし，家族構成員全体の

協力による， いわば家族労作経営によって行なわ

れていたという実態に即したものであろう。土地

改革によって広範に剤出された，J、農民経営も，小

面積の土地とわずかな生産手段の私有を基礎とし

て， これを家族規模の小経営単位の中で直接に結

合し，一般に家長が主要な勤労者となり，家族全

員をひきいて生産を行ない，家族内では年齢・性

店IJに応じて分業を実行するものであった。

こうした小農民経営による生産は，農民と土地・

その他の生産手段とが直接に結合したと左で農民

の積極性が向上したこと，収量の5割以j；という

高額地代が消滅して労働力再生産費が保証され，

新投資の可能性も開けてきたこと，等のために増

大した。 1949～52年の農業生産の回復・増大はそ

れを示している。 しかし，土地改革による分配土
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(1戸当たり）

耕地｜役 1€1 型［水車
（華畝.） I （頭） ！ （台） ！ （や）
12.46 I 0.47 I 0.41 J の07
19.01 I 0.91 I 0.74 I 0.13 
25.09 I 1.15 I 0.87 I 0.22 
12.16 I 0.23 I 0.23 I 0.04 
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15.25 1 o. 灯！ 0.54 。10平均

（出所） 蘇昼「土地改革以後，我国農村社会主義和
資本主義前条道路的闘争」（『経済研究』， 1965年

7号）。

地面積位、地域によって相違するが， τF均して1

人当たり 3華畝， 1戸当たりにしてもわずか15華

畝 (1ヘクタール〉であったし，所有する生産手段

も第2去にみるとおりきわめて貧弱であった。こ

のようた分散した，零細な生産規模では拡大再生

産を継続することは困難であると思われる。

さらに問題であったのは，前述のように土地分

配が消費人r1某準によって行なわれたために，経

営単位である作農家内』こおL、て土地・生産手段と

労働人口との聞に著しい不均衡が生じる事態も起

きたことである。労働力の多い農家は土地・生産

手段が相対的に少なくたって，労働力は過剰とな

り，労働力の少ない農家では土地・生産手段が相

対的に多くなって，労働力が不足する。このよう

にして労動力の浪費現象が生じる。こうした状況

を十分に反映している資料は少ないが，次の事例

からその一端はうかがわれよう。

これは， 湖南省平江県三陽郷三三笠農業生産合作

社（初級社）の加入農家について，1956年の前半に，

(t作社加入の前・後の労働状況を調査したもので

ある。抽出した10戸は生産条件によって，（1）土地が

比較的多く，労働力も強い農家（2戸）， (2）土地は

比較的多いが，労働力が不足している農家（3戸〉，

(3）土地は少ないが，労働力は強い農家（4戸）.(4）土

地も少なく，労働力も弱い農家（ 1戸）の四つの類

型に区分されているが， それぞれの代表的な農家

の労係i峨況をみると第3表のとおりである（汁2）。

第3表小経営の生産条件と労働状況

一一生一主7日 1中田干
類烈別」J －開労剛日郡山

度肉親！九元 ~~I護軍関
(11ri（読方｜ 5 115 ！（捕勤労働力引 2211-1-1-

(2）余項雨｜ 3 I 10 I 1 I szo Iー 1-1-
(3）尿:i;/J凡I31 2.61 11 2371501132/55 
(4）郷徳順｜ 7 I 5 1半労働力 1I 140 I 2s ! 35 I so 

(/t-l円リ古島和准「農業協同化過程における生産編
日立の展開jより引用〈原資料は「十戸農民入社前
後労動待問的変fl::J,If'新華半月fl]J], 1956年18号）。

第3表の（1）では，土地と労働力とが割合つりあ

っているが， mでは労働力が不足して，農繁期に
は正助組からの援助をうけている。（3）では労働力

が過剰となって，副業に就業の機会を見いだして

いる。（4）では農作業が不十分にしか行なわれてい

ない。このように小農民経営では，労働力，土地・

その他の生産手段は， いずれも合理的に使用され

ず，拡大再生産の実現を困難にするであろう。し

かも，第1表にみるとおり，富農ないし富裕中農

の生産条件は有利であって，農村の階層分化，資

本主義発展の傾向が強まるならば問題である。

〔互助組の結成〕 互助組は，前述のような土地

19 



1968120022.TIF

改革後の小農民経営の実舗に応じて，労鋤力と土

地・その他の生産手段どをff効に結合させるため

につくられた初歩的な形態であるとかえよう。こ

うした宜助組織は，すでに第2次国内本命戦争期

以降，各地の革命・抗日根拠地において，労働力

交換という！日来の農相慣行を発展させた形におい

て存在してv、た（労働hJJ｝］社，耕作隊あるU、i主変主

隊，札工隊等）。 E助組は， この互助組織を土地改

革から介作社化へ向かう！艮ザにおいて， ＇），＇） 1段措

の初歩的な形態として位I宵づけたも c／）である。

互助組の特徴は，加入農家は従来どおり土地と

その他の生産手段とを私有し， それぞれ独立して

経営にあたっているのであるが， これを法礎とし

て集団的に7；働し，一部の役畜や農」LをJU,,Jで使

用することである。すなわち，農繁期符の主要な

農作業において，労働力交換の形式で労働力を集

中し，共［，，］（）業による！？悼協業を組品Tることが

おもな内容となってu、る。 こうした立山組識は，

第4表にみるように， 1952年には加入；農家数が総

農家数以39.9%,54年は同じく 58.49むとて主連iこ増

大している。そして，以上の簡単なお間労働によ

っても， その労働生産性は，一般に小農民経営の

それより 10～30%高かったといわれる。

~4表渋魚介作化の推移

（加入；；＇；＿家訟の%〉

一一 一一「一一－I初十級｜高級丁－，；
年（月）即iI互助組 1答作註｜合作社1;]・ 
1950年｜肌1I -I - I 10.1 
1951年 1 19.2 i - I i 19.2 
1952,F- 39.9 0.1 I i .10.0 
1953年 1 39.3 i 0.2 I -I :39.s 
1954年 I 58.4 I 2.0 I ：ゆ.3
1955年6月 I 50.7 I 14.2 I - I 64.9 
1955年12月 I I 63. 3 I 4. o I 
1956年1月 I - I 49.6 I 30.7 I so.3 
1956午“月・ - I 2x.7 I 63.2 I ワ1.9
1956年日月 一｜氏5 I 87.8 I リ6.3
19町年 一 1.:1 I 96‘2 I 97.5 

（出所） r偉大的十年』（1959年）。史敬業他『中岡
農業合作化運動史料』（下ll札三稀書店， 1959年）。
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]I助組には，（1)季節的・臨時的五助組と，｛2）’闘

志的互助組とがある。前者は第5去のようにm較
も小さく（5～引っ，集団労働もす手耕，中耕， i収

穫等の農繁期における主要な農作業に限定されて

いる。 したがって，農繁期以外は組織を解体して

むり、 また， Vf結｛；する際の相売の構成員も，必

｛「しも同一であるとはかぎらf仁い。計画性もきわ

めて低い。後者は規模もやや大きく（7～10戸），

年沼労働も年間を通じて行たj) Jtる。ここでは，

間！？ドながらも生産汁画にも Eづいて労働力が配分

されp また，労働力交換の評定にあたって等価安

換の原則を貫く制度が導入されてくる。そしてよ

り段階が進むと，共同で副業や小規模な土地改良，

PH税等を行ない， 共同積立余を蓄積して共有の生

産手段を購入するまでになり，分業体制も確立し

てくる。以上の過程で互助組の規模はより拡大さ

;Ji., また， TCllりが［Jl連合組織一「互助秩私lJの

!iii !Jえによってより広範囲に労働力を編成するよう

になる。このような互助組の拡大・発展は，つぎ

（！）段l清の集団経fれともとづく合w仕への移行を，
きわめて容易にしたのである。

最後に，互助組の労働力編成に際して重婆なこ

とは，労働力に対する適正な評定（按労定分），理季

第5褒五助・合作組織の妓核拡大状況

〈単位：戸数）

｜五助組｜合作社
年別｜ I 一I • I 一「 I 

l季節組｜常年組1平均1初級社｜高級社！平均

1950 I ! -I 4.2 i JOA I 32.0 I 11.5 
1951 I -i -I 4.5 1 12.11 30.o I 12.4 
1952 I 5 .4 I 6. 5 I 5. 7 i 15. 7 I 184. o I Hi. 2 
1953 I 5. 7 I 7. 3 I 6 .1 I 18 .1 I 137. :, I 18. 2 
1954 I 6.21 8.11 6.91 20目oI 58.6 I 20.1 

1955 I 6.91 10.41 8.41 26.71 75.81 26.7 
1り56 I I -I -I 51. 1 I 246.6 I 112 ..1 
1957 I ! -I -i 1192.01192.0 

（注） 1組， Ht当たりの平均段家数。
（出所） 史敬；業他『中国農業合作化運動史料』 （下
冊）。
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仙i交換の原よllJにιとづく労働制度のi:t｛，：である。 1:,f,j的に行なわれて，立葉集団化が達成された0

l, し長岡労目が労協l力の強＇.］~Jや技術Jハi引tL i：作 i計lo社は，相かわらず土地や役E・2：具の私有

主の首を問日立とし7（い下問tfであζ〉以台U：，不寺 村正が認められてし、る初級合作社と，生産手段がす

価支持をさけることはできない。 この［己主；：正号万一 べて来日！？？有になっている高級合作社とに分けら

働；t己牢切jcl)1＇安心主；作？と Tも不i1f欠t,::'r！，分のみ れる。初級社では分配制度において土地出資に対

k[¥jf,t.¥;ft, ;;1:11をよn-rふ良作業；二tC i;J:J：）.，：し する、同酬が行なわれ，また，組織規模も第6表に

品、たL、。 しかも lUJl労同への参加i行叱守 :.... ff L. ( t みるt：おり約20戸程度で， あまり大きくない。こ

i 人 11ij の 1~·iw:j )J ,r，みにかぎられて， t; .宕・伝子 うした状況では，多く土地出資したものが他の組

i t参JJIIてき：n、山沿込i副手1jであるc Lカ‘L、労働力 合九の労働の一部を 1~1lfX:して全体の労働意欲に影

に0する，i'ド定／〉刊広i二fcI〕， 三iuii交換川）；（出品：：人 替することになるし，土地・その他の生産手段が

現し亡くるよ：， 昔、ft］労｛んは年fi',Jを通ずる継続的な 私｝J『主れていては，その合理的利用，水利・土地

ものになり， そのf!:1/,X:C'）範rr11):::i；十jの全労働力八 改良等の1J本；~t.設，土地の整理も行なわれにくし、。

j:J，大十る二 J；が11Jfitになるe1:n。 これは集団経常・長田労働と，土地・その他の生

2. 合作社の時期 花子段の私千Til]IJとの矛盾元通ら生じるのであって，

[/J：助制／J色ら （「けれにづ Ti'.助松 Ci：し なおλi：註子 ¥. 、f,!t,全両的に生産手段を集団所有に帰して高級

F段を：KH:・・ ；ょ’jとをヰ1.{む！二し UJリ， )5'i~)j 

/・ :t生日lC'f J今fふうにとと〈主ってL、る均、ら， ''j y；，；、iこ
;[ii人｛［＇訟と T!J'1911ぬとの｜自のJ干J(iit -'sけられた

こ0', :!}: ;Ii'.ごil，労働力と土地・ Lの｛tlJ.cl) l~ 14 

ff止とし＇1;;-HWJ 乍 itf,Hl:ζさJL J：むしりに／；り，

広：（r[Jtl fょケ:1(itbJJ市＼ 11比も制約三~；／しるだあろう Q こう

:. た；イ，活全先手iJと）一るには， 主P し仁， ruヨi
－たじM)1到のf「｛HIを止llii：告することが£ぺ号に

reる。 し古1・七三♂lll.'d1J;, 195ゴ， s11cr1上， :.:;;; I i欠5

力if-,i¥tifilにもとっく工業Mドリり成iと！J＇佐しUゴこも

かかわらす， J.'.lf主主Ji｛：はわずか前＇ l三よじそれぞれ3

%鼎にとどと iJ' E京発展にitする大さな制約率j

医l；二t,，：‘ヮて！ρ た。こうして1955年7月に， もが〈来

日） I浪業協［，，］f七の［！＇＼］題に J ）＼.、ごJv＇〕1’fii;-t.i；訂正i，わ

れた時点から，；~H'1ーの合｛HUヒはJ二，Jtnこ完 )l：止し／こ o

ti-; I ~h.にみるようしこ， 55午後」t三にやWil{H1十Len出Il

t~主化／〉～こL速に進み， さらに！日5G年の 1半間には，

{[t,J人経常あるL寸上；Ir.Uh組か九たよこら（.二正；i紋合fHl

~., また，初級合作社から高級＇（i性二ti‘への修行が

合f'¥'i'l；八移行することは必然であったが， これが

195Giじの 1年間に達成されたことは注目すべきこ

とである0

0;; 6表初級（；・｛Vilの組織悦模

( 1 tl':''iたり平均）

I Ji 吹 iiミDi経仏三［が川’t!v1力i役 去i
¥J1J I ' .,x.耕 I也山 fHI I 
I u,J , （華畝） I （悩） I C¥iS¥) 

19,,2 JO.O 23日 25.4 
]95:l J(i守（） 24S 28.5 
1954 17 _(J 24:J :J4.1 5.2 
1955 :n.G ]89 : ヲ；F〉‘；F} 8.2 

(it) 1955ij二7JJ におけるJ,1：山車区1万48'.-!5社の全

il!i誠一任。
(U¥)jr) 1J,if11Ji}i'!ム農業fr{1：化運動発!lミ正常」er統
いd工作通話』， 1956年 1号）。

L生産台fie十j；の労働組織J ここでは， 主として

高級合作社につL、て述べるが，合作社では，経営

のJぬ回，生産上の分業の必要，組台員の状況をも

とにして， し、くつかの耕地生産隊および副業生産

隊（またはが£）を編成する。この回定された生産隊

乙＼ f,Yt千！の労働組織の基本単位である。そして

この生産隊は， 合作社が定めた統一的な生産計画

:2 I 
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（注4)にもとづいて，それぞれきまった役畜・農具，

ないし副業用器具を使用して，責任をもってきま

った土地ないし副業を経営するのである住S¥

この生産隊の編成に際しては，一般に労働力の

大小，技術水準の高れ，指導力の強弱や居住地の

漣近などを配慮して決定されるが（注6), 山西省の

時台？は，平均地で戸数30～40，労働力60～70,

山間地で戸数20～30，労働力40～50程度の規模が

適当であるとされた池7）。同省の資料によって生

産隊の労働組織の状祝をやや詳細にみると， 以下

のとおりである。

(1）労働力一一生産隊の構成にあたっては，労

働力の強弱，技術の高低，幹部の多少によって配

分し、住居の建近， 人問調係の良恵を配慮すると

ともに，男女，青年・壮年・老年を温みあわせる。

耕作は農作業の内容によづて 5～7人の臨時作業

粧を編成して行なう。植林，水路＇） くり舎の法本

建設は，臨時の青年作業班が行ない，規模が大き

し、ときは合作社管理委日会が臨時の青年宅建撃隊を

組織する。

(2) 耕地一一地形，土質，耕作習慣によってい

くつがの耕作iくに分り， 終生産隊の労働力に応じ

て割りあてる。

13) 役畜一一生産隊のよ井地面f点、 地質，良作物

の種類によって配分し，間定して恒常的に使用さ

せる。

(4）農具一生産隊の耕地面偵， rL!地か利忠治、

役畜と農作物の種別によって配分する。車， f.c具，

;fyl，杷（まくjフ）は役畜にしたがャ，専門のず；が使

用・管理する。 日常的に使用されない大農具一一

播種機，収穫段，動力水車は管t単委員会が統一的

に配置・使用し， i専門の苦に画定Lて，武｛壬をも

って使用・管理させる。

以上のほか，林業，牧畜業，長1］業につνては，

22 

経営が大きく，長期・固定的なものは専業の生産

隊を組織し（たとえば，造林適地の林業，集団家畜飼

養，大型画Jj業など），また，臨時的なものは首理委員

会が各生産隊から労働力を調達して臨時の生産隊

を組織する〈たとえば季節的な杭林運動や運輸作業な

ど）。

つぎに，こうした労働組織とあわせて，経営管

理の問題， 労働報酬の問題，基準作業最（ノルマ）

の設定，労働日計算等の問題をとりあげなければ

ならないc これは，労働力の配分計両，生産計画

を確定し，生産の摘負責任制を実行するうえで不

11J欠のものであるが， ここでは主題の関係から省

略して，つぎの機会にゆずりたい他的。

前述したように，合作社では，管理委員会一－

!l産隊一一作業班U 、う生産体制によって，労働

力を計画的に編成しているとともに，経営を多角

化して労働力投入の機会を拡大してャる。郵子怖

の報告をかりれば「高級農業生産合作社は，規模

ホわりあL、大きく， おもな生産手段も集団的所有

k：：属していたので，計画的に，統一的に士地を経

し，土地柄におうじて作物をつくることができ

たし，労働力を合理的に組織し，能力におうじて

活用し， また，分担，分業を実行し，多角経営も

おこなうことができた。…・・・労働の範屈も大々的

に拡大され，労働面の潜在力も十分にほりおとさ

れ，労働力の利用率が高められ， 1人前の労働力，

'l's人前の労働力をもつものの出勤率がよくなった

ばかりでなく，補助的な労働力低9〕も活用できる

ようになったj位 10）のである。こうして出勤塁手は，

尚級社化前よりも，男子労働力は一般に20～30%,

女子労働力は30～100%，多いところでら倍以上増

大したとし、われる(ltll）。個別事例であるが， 「幸

福之路」合作社というところでは，前年と比較し

て55年には労働日がI入平均194日となって 17%
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増大，役直の利用率は l頭平均282日で30～46日増

大，農共（大卓）の刈用容は120日から160日へ増大

したほ12)。 また，河北省河問県の概略的な調査に

よると，合計寸土イピの進展にともたって宅労働日数

は第7表のように増大しており，高級杜では「紅

昼J合作社1杜の例ではあるが，男270日，女230

日にも遣している。

第7表合作化と年間労働日数の増加

（片＼｛立日〉

「民主判ヵ］去：今叩J元
ff＼］人経営史民 1 110～120 I 30 
相J級台作 i'± I 110～mo I 10～80 
高級合作社｜ 210 I 230 

（注） 河北省河間県， 1955年の調査。高級社では男
子労働力しつ約10%は：，oo～324日，女子労働力の約
10%も280～320日働いたとU、う。
（「H所） 経，））』「都助毎悩農業生産台件二社1＜＇＆好予；おj規
劃」（『新築半月刊』， 1956年7号〉。

（合作社の体制整備〕 労働日数がふえ，出勤務

が商まっても，労働能率の向上かともなわなけれ

ば生産力法発展しかい。労働J能率を向上させるた

めには‘農業生産の分散性，地域性，季節性，三F

労働， 「i然条件からの大きな制約といった諾特徴

に十分適応した生産管理制度や生産責任制を整備

強化していく必要がある。

合作社化の当初には，合作社や生産融の規模を

大きくしすぎる｛頃rb1が現われた。数百，数千戸と

いった大型frf乍社もできたが，組織が複雑化し，

管理機構がi膨大となって権限が中央に集中した反

面，労働組織の基本単位である生産隊の権限が軽

視され，農民の労働に対する積極性が発揮されに

くくなった。たとえば，安徽省燕湖馬塘郊での

17日戸の大型合作社では，結成時：こ66の生産隊を

有してν、たため，中間に「作業［むを設けて管理

にあたっていたが，指導力が分散し， 区と生産隊

の責任がはっきりせず，指導・管理が不十分であ

ったという位13）。また，蓬軍事省鳳城県では， 合作

社の平均規模は700戸以上で，指導体制の欠陥や経

済条件の異なる生産隊の分配問題等から， 1956年

の増産は著しいものでたがったほ14）。

とのようにして， 1956,57年には，各地で合作

社の体制整備が大々的に進められた。「農業生産合

作社の生産指導と組織建設の強化に関する指示」

(1956年9月12f:l）では， 合｛乍干土の規模は，生産tこ

有利，団結に有利，現在の管理水準への照応，組

合員の連絡に便利等を原則にして規定すべきであ

り，山区では100戸，丘陵区では200戸，平原区では

300戸程度が適当であるとしている。また，労働管

理の面では，農繁期と農閑期，および農業と副業，

当面している生産と基本建設，あるいは各生産融，

生産斑のそれぞれの間で労働力を適切に配分・均

衡させることを強調するとともに，労働組織であ

る生産隊や生産班についても，現在の生産技術条

件，農地での作業上の必要にもとづいて調整し，

一般に小型の隊（20～30戸，：30～40戸），小型の班

(7～8戸）が適当であると述dくてし、る(HIS）。 1957 

年7月14日に問時にだされた「農業合作社の生産

管理工作を立派に行なうことに関する指示」およ

び「農業生産合作社の整頓に関する指示」におい

ても，現在の合作社の技術・管理水準がまだ高く

なヤととから，大きな合作社や生産隊は一般に当

面の生産条件に適しておらず， 1956年9月の指示

で定めた基準によって，運営がうまくいっていな

いものは，組合員の要求にもとづいて小さく分け

るべきだとし，合作社の規模は一般に100戸以上の

村を単位に， 1村lt.土を実行すること，生産隊の

規模も居住の接近してヤる 20戸前後が適当である

としているく注16）。

部子·~は， この時期の合作社の体制整備によっ

て解決した問題をいくつかあげてャるが，労働組
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識に関連するものとしてつぎが；主要であろう。

(1) 「統司珪乱分級管理J；おiJ広の捻立。権力

が集中しすぎて， 生産隊に具体的状況に応じて処

理する権限が与えられていなかったため， しばし

ば良期を失したり，合［？

生じたりしたO したがつて， ：統一位りに経営し，

級ごとに管渇する！原則にもとノJ，，、て，（H1-'t上と

生産隊双方の私立と権限を明徳に分け，管理委久

会は統一的に経営・分配・指導にあたる出誌とし，

生産放は合円二社の指導下；こ主主生売を管理する完

任を負う基礎単位とした。

(2) 「級ごとに請負制全とる生夜:i'{(JJ;i]J の確

立。生産隊は， 合（？？十から一定の士｝むと役女と

具を支給されて耕作の主任を負うのでんるカ入 、月

初は労働日数は働いただけ記帳し，京物はできた

だけ合作社におさめ，経茸は｛克ったどけ社から七

らうという方法をとったため，生産Lの京（了：がは

っきりせずう労働意欲を阻古した。このために 三

包（仕事・収昆・原価の三つをおnうこ左）， llZ＇突出；JCi'i 
負うた収量を超過Lたものに奨励金を与え，それにiiし

なかったものには弁償させる）Jを採用Lた。 人民公

社（七後二も二の制度i土存続しているつ 1t・1続日まとそ

の下の作業班との間も請負おljをとっており， i'l''!t 

班は，季節日lj，作業百ljに，生産隊から－:,tの土地

の耕作を請負う関係になっているf/1171。

3. 人民公社の時期

〔人民公社形成と労出力編成〕 i'Jii述の上うら工工

業合作社化が達成されつつあった1956年1月に，

「全国農業発！長要綱」〔主主案Jが公friιされたcこれは

合作化後のq11司足業の全面的！；＿， 長J1Jj的t（発｝Tu);

向を提示したものであるが、この特i:・.tは，ま

生産を中心と Lペがら林業，牧1主主，漁業，話！J業

生直を増大させ，さらに長村の交通・逆効， 1111｛医－

~（言，文化・教育，商業・金融，衛生，福寺lj, J副主条

24 

件？？を全面的に発）J)zさせること， そして九而のi腎

産拾iiiを水手IJ・土地改良等の基本建設，新式農兵・

品fl[改良等の段術改良， 密椋・深耕・堆月巴増投等

の労働i；二約lt:J員法におし、ていること， であった。

この特散の品初に示されてし、る農業の多角経

’fj, J'.;t村の各ifl~llljにわたる広領域の全面発出の方

1/,]1土， j也与の行政機備を単位とする地域的な総台

;;r UH：：必去とするであろう。 そしてこうした力1,',j

は， 、当時行なわれた］，業・商業・財政の管理権の

下放，］也）j行政機能の権限強化に上 rpて， H－体化

される条件が際成されていた。 さらに，っさのt(":

注措民のit路部分を心している水平1），土地改良，

土壌保全とい，) fこ農地某本建I誌は， との技術的性

格からしても広範囲の労働力編成が必要であり，

行政機構に上る強力な述絡・調整と計I1lii化fJ＼要請

される υ こジ） l：うた立l味で i発f1主要fl再iでは， i｝ ； 

なる＇tミj立：v11jif，’L子』Jと3台行n二の性格を越、えて， 行
政機；主と台｛本lfこ大規模な人民公りへ発展する）j

1 ，~j がすでに提示されてし、たとし、えよう。

以上のよう J¥発反要部による農業の全i1li的発

而
p主主己， fi'fl社組織の整備・強化がjftめ（，れると

ともに， 1957,f；こは者IITfiでの整風運動とあわせて

）.，，村においてi'I:会主詫教育起動が民間された。 こ

の主l(Cl)；，ι想的準備を基礎として， 1957±p秋から
1958年にかけて，水平1］等の基本建設，植樹造林，

lt印E.肥料づくり，是共改良，耕作方法の改良，

さらには土法製鉄道~!Ji)Jが大規模に進められていっ

た。こうした述動， とくに水利等の基本建設は，

必要な時に大尽の労働力を統一的・合理的に調達

して紘一的な指揮のもとに，大兵四日二戦のごとく，

タj訟の大協業を行なうことが要議されよう（iL18¥

1958午の前半から，前述の大衆iねな諸運動が進行

するとともに， 各地におU、て高度の組織性と機動

性をもち，本李総識の形式をとった「労働大軍」



が結成された。われわれは，この労働大軍の組織

化が人民公社の形成過程と重なっており，公社成

立の大きな要因になっているのを見ることができ

るClt19¥

この労働大軍は， 人民公社の規模はもとより，

県の境界をもこえて数千，数万の労働－力を調達し，

より広範な規模で大協業を展開してし、った(tr.20）。

とくに1958年半ば以降には，地方工場の建rl~ ， J二

法製鉄運動， 公社工業建設との関連におし、て，工

業部門と農業部門聞の大々的な労働力配分・調整

にまで拡大した。たとえば「労働大軍条例iによ

れば，農村と都市（街道）の人民公社におし、ては，

16～30歳の男女を某幹民兵 一息幹預備工（予備労

働者）とし，：11～55歳の男女を普通民兵 一普通

預備工として， 一定の期間は］：・鉱・交通部門で

労働すべきこと， さらにE業，交通部門ω労働者

（すべての工場，企業，団体，学校，商店f，機関， H1i本

も）においても， 4 定の期間農業生産に従事すべ

きことが定められている（／121）。

〔農業労働力の緊張と調整，生産隊の強化〕 こ

うした労働大躍は，水利等の基本建設，多角経営，

労働集約的農法， E業その他部門への労働力移動

といった事態からくる；農業労働力の不足・緊張を

解決するうえで大きな役割を果たした。しかし，欠

陥も生じた。その第lは，農業部門に対する労働

力配分が弱まったことである。先にみた農業発展

要綱の増産措置や農業の八字憲法によって， いっ

そうの労働集約化を追求すべきであるのに，水利

建設や土法製鉄へ大量の農業労働力が抽出され，

粗放化をさけることができなかった。たとえば，

甘粛省武山県の起英人民公社では，製鉄運動や瀧

蹴工事のために大最に労働力を投入して，農業労

働に参加してu、るものは総労働力の40%であった

し（注22), また，河南省汝南県の光明人民公社では

給、労働力の30%近くを工業その他の面へふりむけ

ており， 一般には工業面への投入労働力は全体の

20%前後を占めていたといわれる位23）。 とくに土

法製鉄運動は，農民が自力更生によって農業の技

術改革を進めるうえでもった意義は計りしれない

ホのがあったが， それに対する大量の農業労働力

投入はしばしば農作業との競合となって現われ，

粗放化をさけることができなか dpた。第2は，公

社と生産大隊がつねに労働力について直接に配置

をしたため，農業生産の基本単位である生産（小）

隊の実状が無視され，主動性が発揮されにくくな

ったことである。これについては，社会主義労働j

の協力はつよめるべきであるが，責任制の強化を

纂礎として行なうべきであり，生産隊のもとの計

l向・配置を乱してはならないとされたUl21¥

この上うにして，農業労働力編成に際しての農

業部門への重視， また，末端の生産単位である生

産隊の権限の強化が進められた。 1959年1月三（）日

の『人民H報』社説によれば，現在は副業生産，

堆肥・造肥， 農ー地管理に対する労働力強化が必要

であるとして，（1）水利建設は全般的にやりすぎて

はU、けないこと，（2）深耕は， 1958年は 7億華畝に

わたって行なわれたが，過度にしてはならなu、こ

と，（3）製鉄運動は，地方によって資源と燃料の条件

が良くなく，コスト高となっており，停止して労働

力を他にふりむけること， を主張しているは25）。

こうした農業生産に対する労働力配分の重視や生

産隊の整備・強化政策は，工959年から始まった自

然災害によっていっそう促進されたと思われる。

この時期の労働部部長であった馬文瑞は，農業

生産の第一線を強化すべきであるとしてつぎのよ

うに述べている。少し長くなるが引用しよう。「現

在の中国の農業戦線の状況は， つぎのとおりであ

る。一方では，農村人民公社の建設と強化が農業

25 
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発展のたj〕lこ限りなく広L、前途を切り［！日いて，

業の“入学憲法”の実行，；豆地水利の.J;i;本建設，

林業・牧畜業・両lj主・漁業・公社工主・商業およ

び農村運輸等の事業の発展；1, v、ずれも労働尽；を

大々 的。l二階i/Ji！させU 、るはか、 性的！]f」向・乞郭（衛

生等の事業しI)j:j!,展i, ‘定（I）労働金必要として！ぜ、る

こと司 し治、－, I山かではー 中i斗農業1/）機依fヒ：土始

.t Jたばか；）で‘ Jよ業生庄はf;.t3込本i予je二子労働

に／t，：：：存している二と、 ごふる J fヴj’［弱jに依存Lて

i;t1芝生産ヤ民村／）／也，｝） 件種事業の発Ill¥ジ〉／こthiこi科

大Lt二一人佐山労働iiえを允j己主せようと Jれi工、 、tr,

7＼，二労i品iJ}Jf;)l':J）状j¥/,,l:: ：（ 心ざるをえhい， とく

に来主ljt 正自然；Jえ：去をそけと、 L、hてよj多くの人}J

E抗災闘争を：；隼，I) ，＼ければなん仁分｛的ノj栄11~v) 

iF、i¥t':t‘、 ＇＇＇： －－，きJ，／っ乙きた＇ •l 川＇＿，ご（ こ，：；！」

また， 人民公社における農業以外の経営部門に

ついても農業ど緊密に結合して行なわれるべきで

あるとし亡， たとえば，公社級の企業に必要な労

働力it, まず部d'ivJ非農業労働力を使用して，一

般に生産大｜ほの総労働力（／） ~ %を越えな！いこと，

大隊級の企業や事業の労働力Ii, －般に生産隊の

校、労働力の f1%を越えなし、こと， そして残余の90

%以！：の労｛動力は生産［11まJこ同定して使用すべきこ

と，か j：リたされて 1，、る (ii-n）。 こうした人民公社内

部での労働力配分の調整のほかに，軍隊，機関の

件l'fll. 学宇一’労働者コ市民等も農村の植付けぺ叶疋

穣，災害防止を大々的に支援した。

以上の上う，＇（農業ツ j’i[i/JfJ私111武内調整過程は，人

民公れの体制整備 生産隊の権限強化の過程と

寸交Lてし、とS, 二二こi士公i'！：の整ura過程ト二－) ＂、ぐ

t ：＂~f;I,: ；ヒに I：.；＿：，労働＂Urd'l じり 1,',J I.Ii Kよ二／二 f》；二場1¥:J ,'I l （ふれ「〉れないか， 京本採算i目立の生広大隊

Lえ／h ,, <!k: （児でv士、 忠世乍rf，＇）；お 線にJ；けふウj h‘らIf:_；キー隊／、の 1.：降（ I9fil年末ころ）を単hる後ill

係QJ)J-'i:', -,!? ell:', J仏－＇） l_ :! i三強化上、きてんふと どずな－：：，わけにi士L、かたレr 公社の体iM整備は， l白

！ ι長し•： ＇，、／：＇ j及td1n1j‘わずか i～ゴ{HltJむ行hった三［よーi；分な

i 1 I 農村1p／〕］人r1iiしjl労働力.t;t ,_ 'I七’万働力を ｛本;j,IJ鐙備企継ヰえ・強化するものであソた。生産隊

ti村，1i＇.人 lI f勺＇.J';jCI) l /,: ＇.、し川つ；） ；二i士J心ょう（与L

d止すること l 二ll）た ／1）；二：t，都l¥i1；‘J:'H、j方込 I＼’？；i動

力を調i主すること ！~ 市1Jr;JzL，必要なんばれ11iか九

五十－t－＇労働力企動 n「心。
12) 農村山何%前後しり l人前の労働力および、ド

労働力を生産〔小）隊山支配下i二回定3ることp

生産〔小） ［＼＊が労：j，助力支配の必要な権限をι，）こ
とは．その労働の主動性， 積極性をずき照させ， ま

た，生産計i同を達成する不可欠の条I'¥=ムである。

(3) 農繁期には農村の 80%以上の i人前の労働

力および半労働力を農業生産の第一線にあてると

と。 とれは良村における農業と非主主の労働力を

正しく分配する重要な柏原であり， 民主の好収穫

をかちとる重要な条件でもある。

;26 

の：－~－一~県志lj (ljc産lJ・労働量・生産費の議f,v、t，：古

f'li'iilif) ill i品に対ナど》，IJ1励）、や11q固定制 （＇）］’俄U}J.上j也・

1立市・ gミl[をlU（隊に1;i;11と・使用する），さらに，大包

f;t)IJ （年l巨l収益のうち－rmを公隙{i;,.公益金.t；；理費と

Lて大隊に上納するほか，残り全官！Iを生産隊が白主的に

え配するj等は，いずれも合打社の生産隊における

生産制度全継承・発展させたものであれ基本採

穿単位の生産隊への下降は， こうした体制整倣の

帰紘一としてとられたものであっーて， 主として手労

働に依子iしてし、る農業生産の実態に即応したもの

であろう。また，人民公社は単に労働力編成の面

かi",1, 、〉亡も，必要に応じて，し、くつかの生産隊

や生産大隊の共同、 あるいは公社全体，さらには

U、くつかの公社の共同によって水利・土地改良等
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の基本建設，植樹造林，災害防止などが実施でき，

臨時に労働大軍を編成しうる点を見のがすことは

できなU、のであるt注28）。

(:11) IIJtii.証L.t 'iiを単f:i土Lてぷ人・発給iる

が，これは現在の農村経済状態に合致してL、る」（「＋

地・家慢不動ilf••f')i 右店Llι 発給仁「心する滑不J,195（内＇11

月25110 『中［1cj .）土地＆・I'-関係法令集JI. 7ジア説的研

究所所内資料， No. 43日 33）。 向井作者を（単位とし

て）先irするて，かt;iず家庭 J，団結 C ![c産方i)、：影

響する」（「河南省力土地証発行に関する指示」， 1950 

年4!J 29H 01＋：村治兵推j「土地＆lt'ciこおぜ Fぞ；f家OJ!:',J;,'flJ,

『変革期中国の研究』，岩波書店，昭和30年より引用）。

（る：.：） 「I7寸農民人：I上前絞7；動時！日Ji'i1J変化ier新
華半Ji 卜I』， l'l;i6年18~ 〕。

（注3) 古島和除「農業協同化過程における生態編

成の炭［iij」（，11，科I[亜農卒、は術交流協会 Ii 1, i 1,jのイ地改

革以後燈業集団化実現に去る過渡期に〆I'.起した諮問題

とそ l xt策仁 7)• I,しす0研究』， 1'Hilif• 3 i J ）。小.. ~.；＇＇構

成・叙述にあたって，この論稿か ，.） 多くの教えを受け

fこ。

（注 4) 合frt±は：l"l以上 yiく期計11.111ιつくる ξ 
もに，次のような内平年の年度計耐を作成する。 (1）「I＇付

計画， IL，穫（I .r•；：，計画 it成を（法的する片的措鐙，（ど）林

業・~.！｛省・水産その他国1業の生産品 f'l1lij, (3）基本建設））

計画，（」）労働〆J) l畜ブJノ使用Hul1i,. r，：’A似農業’！咋合
作社模範定款J，第四条。

( iiら） I t:iわl農業t産合fillw範定.r!'.J, ,n :m条，
第31条主参照。

(/16) 「農業生産合作社模範定款J,e蒋44条？を参

照。

（注7〕 「関於農業社的労動組織，労動定額相1労動

報酬IWJl担」（『1[1同農桜』， 1956li21,22＼；）。

（注8) 青木恵－!!fl「中閣の農業労働制度J（『アジ

ア経沢』，第 12主第4り， 1960ヰ）を参照u

( ii 9) 労働力にWIIる定孫iiつぎ ＇1二おりとあ

る。

基本労働力 労般；r令に注し労働能力を11jる

もの。

(1) 全労働）J: '4fI8～50i11o'.，女 [1氏～45段、勺も

σコ。
（己） 半労働;J;:!JFf51-60歳，女子46～55歳，男

I;: Hi～1711友》Jもの。

補助労働力一－J：：山労働年令に遠［ないか，それを

越えるもので，実際に労働に参加し

ている少年・老人。

主主~落「対農村人民公社労動統計的意見Jen十闘与

統：i』， 1959年11号）そ参照。

（住10) 都子依「中国農業の社会主義改造」（『輝か

しい十fド』，外文出版社， 1960年〉。

( /Lll) 畳f.干核。

〔注12) 斡恩「転成高級社的第一年」 （『新準半月

刊人 1956｛ド4＼；）。

（住13) 社論「発陣農民的労動潜力」（『人民日報』，

19店6t/'・ 3月1211。 『新車半刀！日J,1956斗7号）川

（注14) 強崎「関於農業生産合作社経営管銀方面的

幾W•1Wl題J Cl’中華人氏共和国民業生時千円F社渋参考資

料:if'：縦JI, トrm，法作／U飯社， 1957年）。

(IU5) 「中共中央，国務院自41於加強農業生産合作

社lドJ’ii童領弘正ti組織化北約折，1:J （『斗1/f，：人民JI・、和国農

業生産合作社法参考資料業編』， 上冊｝， 1957年）【｝

れi16) 「，1，共中央明l於倣Hee業（， i'I 往生vt~Y理工

作的指示J, ｜中共吋：央関於鞍頓農業合作社的指；i;.J

O'lli1f" J手JiliJ.!I、1957午19号），

(/1.17）部f紘。

( il:18) 広大林 rii会主義的農業産業軍J（『紅旗』，

1%91ド2号）.，

(IH9) 「：工・農・商・学・兵の結合した労働大軍

は，ー一社：，J義建設＇）総路線を実現 jる最良子l組織
形態であり，共産主義へ移行する条件を創造ずる最良

J) ,¥'j［隊形態＇°＇あるふ れ］j東省労働大箪条例l〔草案）」

(Ir•!· [kl資料1J:--n』， 1:-17¥J，昭如：34年）。！中共11l両省委

関於建立工農術学兵相結合的労動大軍的組織条例uC草

案）J Cir新手半月刊』， 1958年21.，.；.〕。

（注20) 「労動組織的大革命」（『新華半刀刊』，1958

年21¥J）。

（花21) （注目）に同じ。労働大箪の組織について

は，うモ問玄「／刀働力の配置と労働大軍制度」（『中国社

会主，誌の研’党ム合同！日版社， 1959年）を参照。

（注22) 社論「農村労動力急需全面安緋」（『人民日

報』， 1953:110月9fl）。

（注23) 光岡玄。

( /124) iJS 1{1国［如何解決今年農業生産戦線上労動

力不足問題」（『経済研究』， 1959年3号）。

（注25) 社論「必須合理安排労動力」（『人民日報』，

1959"F 1月2011）。
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Ⅲ　労働力利用の拡大

1968120030.TIF

(: I :Cfi) 鳥文費量I我fliill.三i:i'l li' ，，小｜川（］うj動力問題j

（『削／jJ[jl, 1961年5号）。

〔！ 27）三力「合理使！!Jt~ H ；；ぬ IJj／，ソ4ヲj動奇11){-;J
(f経済研究』， 1961年7IJ）。

( 11:28) 「農村人民公社工作条例（修H京本，196211・

9 JJ )I u ） 第 11 条には「公判符Jl[l 袋 Jl~U, 'i＇.・1す I：、必

~1'1：と労働力，物資，資金 ，） ) ・，可能怜い革、 Lづにそ ））

/j'.()) 生長t.~ ti bHli人V'j判加を妨げtntこ i を条件王 1
－公主i全体， もL. , r ι 、 かいij牢たド主，あ

'・ i：＇七it.：隊が共同 lて，1.刊すI・ ,; ＼ぺ；，i;,1，：＇；林，本分 1

t1,: ~·；入 J 'iど，，I基本主t設を、 Iii:!: , ; / , ：、く Jかれ公
/', JI、［，，）して本不IJ建設や 他 ；，~本ソ／；を＇Jミ砲すう

ーと ／！＇ でlラ乙j そあろ（ ♂ l tl'l f (_ '? ；：、 ι.・，.］ Il'• i' 11c: Ji'!:?{,・ 

経済総駐』，｜円相：4:l年度版）。

回労働JHIJI刊の拡k

1 労働日の増大

11 : －＿：，：，.、て士地改革カ＇：＂，人 l(.idLtずの農業労

叫！！柿iiえの過程をみたの戸点，~， /,:. ごバ編成のj{f,¥

JY1・i仁Jつの側面がふく k) l円、石

前 1I士， f;理問Jtr労働力編成によぜ〉て労働力と

生産－＇f＇段とを有効に結什主せ， ＇~＇.「京 'i"'tυ ）1t,J i：をも

た九L，労働力を節約 J・る側面であと》υ この結果

は， もし生産の場が不変であれば，労働力の；九世

r制小｛させ，余剰労働力土！1t:・./( ~; t!:' ，：】二とになろ

う。支1;Mに， 1955年にあ G台f1引では守合作｛とし

fごために労働力が節約され、 多数円婦人や半労働

力も労働に参加して，余つに労働）J;tj弱jき口がみ

つけられなくなり，仕事のうばいあいや，老人や

年少者や婦人の労働参加を排斥するといった現象

もおきたのである位 1）。

第ゴ i土，合理的な労働；IJ緑，t1戎』二

（内J主＇［lミをいつそう発展させるとと tに，経営の多

角化にkって生産の場をJ立たし，労働力需要を増

大させることである。精排細f1：の強化，水利等の

基本建設，農・林・牧・漁・両1］業の多角化によっ

て，従来相対的に労働力過剰であったのが，逆に
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うう’／；JJ}Jが不足土なり， 1958, 59年には， 緊張状態

解決，｝）ためにいっそうの合理的な労働力編成が強

調とれたーとは前に見たとおりである。

いずれにしても，労働力編成の過程では，労働

力の節約による余剰労働力の析出と， これの新た

な生艇の場への投入というでiつの側面が相正に関

山！ : jjl i J L I乞ものとみられる。 をして二の過程

パ， JJf，象的iこは年間の労働日山増大どな J ぺ現わ

.J L C ＇－、：：：， 0 (Hl社の時期の資料しか，j；すことがで

ma表 {,j乍社段階の労働ii数 （l%f,/,f) 
(1) l労働力計たり平均労働fl （単位：日）

1五 タ｝ 見 ；次

相J級よ？作十l: l:.!3 50 95 
／噛J品、： 業 ti: j ,ll 48 94 
J長 業 社 206 117 162 

，：＼約 ：.f1 n 17:l <;r; 128 
il: 161 ;',;¥ 114 
お： 197 l(lc¥ 162 

J'.J （、｛｝ 9(i 

(i!J 全i,12 ;j69:l5社（うち高級；i双山れλ リjI;：労
働力 189万人余に関する調査。合作社の規模は、V:
J'.Jして i社主lたり農家数32P（高級社116戸），労
働力印人（l1i]236人），耕地555望書畝（問1747華畝），

役r~.:i:1. 1娯（lri]:l:3.6頭）であった。

( /1＼所） ｜湖家統：ilM農業統計＇， i]編『燦業合作社平11
1%5{1み興業生産fr!HL収益分間日的統計資料』 （統
,.I,' :1:), n, 1951年九

雲
安
川
h

山
西
’

川
町
’
江
林

西

蘇

E

西
’
土
υ

広

江

ι
快
南
’

ト
y

川
判
h
u
u
p
匝
且

何
MMリ

’

川

“

ド

h
J
R
u
q

東

粛

自

西

’

d
新

i

広
甘
建
山
広
一
，
一

中

f

’

国

務

I
i
江

南

海

J
V
州
北
’
蒙
竜

河
南
青
徽
寅
河
東
内
黒

識
劃
釘
一
イ
l
川

J11川

制

労

労

総

の

一

い

山

口

川

切

子

の

／

日

一

＆

出

口

日

制
女
カ
臼
働

M
刊

行

団

一

4

8

7

5

川

り

i

上

同

日

ド

川
V

1

4

i

以

働

働

日

ぐ

十

時

日

労

労

い

／

！

j
ね

ロ

り

拘

削

4

9

1

明，

日

刊

向

調

7

4

μ

惜し

ハ

刊

7

労

～

～

に

F

勺

ノ

民

υ

ハ

り

戸

川

υ

4

4
寸

作
d

円

b

っ“

2

!{ 
‘ .. 

Cit) ：全P424'f；・区の初級農業（；＇（付［につい τの調
がυ なむ，全国の男女沼IJ労働iiの比率は7G.5%,

2:l. 5%ぅまた，女子労働日の全l!ill誌少は吉林也、の
15労働日。最多は広西省の 122労働日となってい

る。

（出妙。 (1）とがjじQ



第P泰農業生落合作社の労働力利用状況（1957午）

十一一 ｜給労傷力にi1労機力汚［総労動日ーに
I 占める比率iたり年間労l占める比率

I正 分！（%）｜働日 ｜（%） 

｜男｜女｜男｜女｜男 i女
I I I I I I 凶北・内蒙111・医 I60. 11 39 . 91 1101 制I74.5 25.5 

東北ば I65.31 34. 1: 1851 60 85 .51 14. 5 
中原ぼI55.81 44.Zi 1951 84! 74.6: 25.4 
南方区 I54. 31 45. 11 226¥ l:=l31 66 .s: 33 .2 

i 均 I5付.71 4~. :'ll 2~~1 1051 71 .・;: 28. 3 

（注） 全国24省・医から 228の典型！農業合作社を選
んで調査したもの（各省・区から7～22社を抽出）。
1社当たり平均農家数は337戸，耕地は5646苓畝
であった。
(Ill所） 「1957年228個農業生産合｛乍社収益分配典
烈調査資料！（『新華半月干I］』， 1958年18号）。

第10表男女日！J労働H数の比較（%）

労働 H区分 男 !;,: 

間i叩~回i労：叶労働店2働開伺。n労労労円L働働以働下13 I日f. 
6.5 32.2 
11.9 29.7 
18.3 19.0 
24.0 10.9 
39.3 8.2 

百十 100.0 100.0 

（出所） 第9表に同じ。

第11表労働日の部門別配分【ー1957年（%）

農・話I］業生高
農作物生産
果樹・茶・林業
動物飼養
面I］業

基本建設
社務行政管理
問家の義務労働

90.0 
86.4 
2.0 
4.fi 
7.0 

5.8 
2.7 
1.5 

100.。
（注） 全国228干tの午，問総労働円（2452.5万〕の配
分状況を示す。
（出所） 第9表に同じ。

きないが，第8表のように， 1955年において平均

労働日が男子134日，女子50日にとどまっていたの

に，第9表にみるとおり， 1957年には男子204日，

女子105F3に増大している。 とくに女子労働力は，

合作社化，人民公社化を通じて，家事労働が公共

食堂や縫衣所， 託児所などの設立によって社会化

されたために著しく増大している。この労働日の

駒大は 1958年の大躍進期にはいっそう進んだであ

ろう。先の第7表でみたように， 1955年，すでに

300労働日に達していたところもあった。また，第

8' 9表からうかがわれるように，労働日数が農

業社と琉菜社の経営条件，あるいは地域（自然条件）

によって相違していることも注目される。

2. 多角経営と労働力編成

農業労働力の年間の配分は， その季節的な性格

から工業部門のようにはいかない。単作の場合，

農繁期に多量・の労働力を必要とするにもかかわら

ず，農間期には遊休する。だが，多角経営によれ

ば労働力配分が平均化することはよく知られてい

る。中国において， 農業のほか公社工業，林業，

牧畜業，漁業あるいは副業を多角経営して労働力

の利用率を高めていることはしばしばふれた。た

しかに多角経営によれば，農閑期の労働力利用が

はかられ， また，多様な農村の労働力一一一たとえ

ば， 1人前の労働力，半労働力，補助労働力，男女

の局IJ，強弱の別，技術の有無一一それぞれの特性

に応じた労働力の燃焼がはかられよう。第12表は

そうした多角経営による労働力の合理的利用のー

ffi 12褒 年間の労働力配分比率（%）

隊 別 1 経済類型「1 月 12Jlr：~~γk 月一r5月一！日1瓦「8月【「品川月［同 l 弘；i·
五四隊 i糧茶灰I2.291 3.891 4.361 25.95114.351 1.s1119.6倒 3.5θ1.96110.5判 3.7訴 1.89
厚手峰隊 l茶極限 I:u21 1.so1 1.191 27.64/ 21.51/ 4.73/ 1s.制 5.111 0.89/ 9.1則 2.0司 1.36
深閉口隊 i糧漁蚕［:ZI 1.12/ 8.021 6.8/ 12.11110.761 7.89112.制 5側 7.24110.311 5.841 5.05 

（注） 漸江省杭州市留下人民公社の：i't升ー（大〉隊に関する1958:tf.の調査。
（山，;ii) 『新薬半JlllJ』（195θ年24.¥-J"）。
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端を示すものである。 これは漸江省杭州市野下人

民公社に関する1958年の調査であるが，山間区，

半山間区，平原区と三つの経済類型の中から代表

的な生産（大）隊を選んでみたものである。五回

隊では，水町iを主，茶を従にしていて，労働のピ

ークは 4..... 7月と10～11月にみられ， その他の月

との差は馨しい。界峰隊でも，茶を主，水稲を従

にしてヤて，五四隊とほぼ同じく 3～8月， 10～

11月が忙しU、。 ところが深増口践では，水稲のほ

か養蚕，漁業，果樹など多角経営をやっているた

め， 3～7月， 10～11月初めlま労働量は多くなっ

ているが，年間を通じて平均している沼2）。

最後に， こうした多角経営のそれぞれについて

労働力編成の状況をみるべきであろうが，規模も

内容も多様であるので，工業と林業の事例のみ衛

単に見ておきたい（いずれも公社内経営ではなLパが）。

双方とも；農閑期の遊休労働力を利用する「亦工亦

農J，「亦林亦農J（工業も農業も，林業も農業も行なう）

制をとっていることが特徴である。

〔地方国営製糖工場の例〕 広東省激奈製糖工場

では， 10人の閤定労働者を除いて， 135人の契約労

働者（季節労働者）は，ャずれも近在の端芥人民公

社から調達されているつこれは，工場，生産隊，

本人の三者からなる契約にもとづいて行なわれる

が，冬季の農閑期に就業するのみで，他の季節は

農作業に従事する。したがって，工場は農関期の

ほかは操業を停止し（原料がなくなるから、日然である

が），農繁期には固定労働者も農業生産に参加する

（注3)

〔国営林立；の例〕 公tl：内に造林適地を ffする場

合は専業障が恒常的に管理し，農閑期に大衆的な

突撃造林を行なうが，国営林場の場合も，やはり

大量の林業労働者を固定で、きないので．会計：から

労働力を調達する亦林亦農制をとっている。河北
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百の_ot土葉国営林場では，国営；林場と公社の生産

隊との間でそれぞれ「五包J, 「四保jの契約をと

り結ぷ。つまり，生産隊は林場に対して整地，栽

前，／i'i着，撫育， 保護の玉つを請負い，逆iこ林湯

は生産隊に対して良種・壮苦の使用，期限どおり

の賃金支給，現場での技術指導，林業副産物の摘

負単位帰属の四つを保証する。こうした公社生産

隊との契約によって大部分の造林が行なわれてお

り， 同定労働者の造林は全体の10分の1未満にす

ぎなかったといわれる位4）。

（？主 1) 「あろ協i吋組合の生産3カ年計画J（『仁1,i,, 

uトIづくり』， :Yi院内応，昭和32年）。

(i主2) 「一大：公使子発展多額経済J(If'新平ドJl 

刊.J], 1959年24~）。

（注3) 「広東激築糖廠亦工亦践的合同工制度J
（『新華月報』， 1964"!'-12号〕。

(I主4) 「者l：渋川営林場実行持；林亦農合同工労動

制度的調査報告J（『新華月報』， 1965年3号）。

（調査研究部）
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